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イランの第 12 回大統領選挙をめぐって 
About the 12th Presidential Election in Iran 
 
はじめに 
 今回のイラン大統領選挙は昨年 1 月のイラン核合意（JCPOA）以後初めての大統領選であ
り、イランの欧米各国との今後の関係を大枠において決定するという意味で国際的な関心を集
めた。 

























                                                   


















 結局 4 月 15 日までに立候補申請者は 1600 人以上を数えたが、その中から護憲評議会は 6
人の立候補を選別した。この過程は従来と同様に非公開であるが、結果については 2009 年の
第 10 回選挙後に高揚したいわゆる改革派から立候補者が（ロウハーニー以外には）一人も認






 その後イラン国内では 4 月 28 日･ 5 月 5 日･ 5 月 12 日の 3 回に亘りテレビ討論が行われ、
JCPOA の経済効果などをめぐって厳しい応酬があったが、5月 19 日の投票日直前までの世論
の動向については iPPO グループの報告 2が連日の変化をよく捉えている。これによれば 5月 6
日以降においてロウハーニー候補の支持は大方55パーセントから60パーセントのあいだを堅
調に推移した。これに対して現テヘラン市長で保守派のモハンマド･バーゲル･ガーリーバーフ
候補（前回および前々回の選挙でも立候補）は 5月 6日から 15 日までの間に 25パーセントか
ら 15 パーセントへと次第に支持を減らしており、初めての大統領選立候補で当初知名度のな
かったライースィーがガーリーバーフへの支持票を取り込むようにして 10 パーセントから 20
パーセントへと支持を伸ばしていることが伺える。他の 3人の候補については数パーセント程
度の支持であり、今回の大統領選挙に対する積極的な影響はほとんど無かったと見られる。 
 因みにこの間の 5 月 7 日にはフランス大統領選挙の決選投票でエマニュエル･マクロン候補
が極右政党 FN（Front National）のマリーヌ･ルペン候補を破って当選しており、第一期ロウ
ハーニー政権の最大の成果であった JCPOA が EUからの支持を失うという当面の危惧はなく
なった。 
 こうした情勢の推移を踏まえたうえで、5月 15 日にガーリーバーフ候補が選挙戦からの撤退
                                                   

















トランプ大統領は訪問初日の 20 日にサウジアラビアと約 12 億円の武器売却契約を結び、翌






















                                                   















































6 拙稿「イランの地方社会とイラン人のトランプ観」『中東レビュー』第 4 号（2017 年 3 月）
12-14 頁。 
